各陸上競技協会と一般ランニング･クラブとの関係について by 山口,政信
各陸上競技協会と一般ランニング・
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山　口　政　信
1 序
　1984年の第22回オリンピック・ロサンゼルス大会からマラソン競走にも女子
の部が設けられ，ランニングは世界共通のブームとなってきた。
　わが国のオリンピック大会におけるマラソン競走の歴史は古く，1889年（明
治22年）の第5回大会（ストックホルム）の金栗四三が最初であった。それ以
来，参加した大会には毎回選手を派遣し，それなりの成果を収めてきた。しか
しそれはチャンピオンシップとしての陸上競技選手に限られ，一般市民の健康
づくりとは無縁のものであった。
　一方アメリカでは，肥満による心臓病が死因の大きな比重を占め，飽食と運
動不足を見直す気運が出はじめた。これに呼応するかのように，K・クーパー
はジョギング，スウィミング，サイクリングなどの有酸素持久力を高める運動
が効果的であるとする「エアロビクス」を提唱し，精神的にも病んでいた市民
に支持を得たのである。
　こうした社会的背景のもとに，スポーツとは縁のなかった市民のジョギング
やL・S・D（Long　Slow　Distance）が活発化し，ロードレース犬会やマラ
ソン大会の参加者が急増していった。そして女子には門戸を閉じたままであっ
たマラソン・レースに非公式ながらアメリカのキャサリン・スウィッアー一一・（1967
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年：ボストンマラソン）が完走してから後は，女性のランニング熱が急速に高
まり，家族ぐるみでク～参加も増大してき．た。・
　このようなアメリカの動向に対応し，日本でもラ7二γグ熱が波及し，アメ
リカ在住の美智子・ゴーマゾがボストンマラソン’（1974）’年に優勝し，世界最
高記録を樹立するに至って一層拍車がかかったのである。全国各地でランニン
グ愛好者が増え，サークルが結成されるにつれて，ジョギング大会やロードレ
ース大会，マラソン大会（正式には日本陸連公認の42．195kmコースにおける
公式レース以外はマラソィ競走とは認めていない）が開催され始めた。
　しかし健康づくりを目指す一方で，無知であるがための死者や障害者が出始
め，ジョギングやランニングをすることは両刃の刃であることを認識させるな
ど，正しい指導が急務となってきている。このような現状を踏まえ，日本陸上
競技連盟では1983年の改織に際し，選手強化中心であった方針を改め，一般市
民（ジュニア・中高年齢者を含む）へのサービス機関として競技普及委員会を
設立した。そして安全で正しいジ9ギングの指導や健全なクラブの育成および
大会の運営の援助に着手し，要請のあった企画には講師を派遣するとともに，
ジョギング指導者の養成講習会などを開催してきた。
．本稿はこのような状況のもとに，陸連の下部組織である陸協と一般のラZニ
ング・クラブとの関係を把握するための調査結果をまとめたものである。
II調査方法
各陸協に対し調査用紙を郵送した。対象とした期間は1983年4月から1984年
3月である。回収率は95．7％であった。
III結果と考察
1．　講師の依頼や研修会開催の要望について
　（1｝依頼や要望の有無
　一般ランニング・クラブから陸協に対する依頼や要望の有無は表1の通りで
ある。依頼や要望を受けた比率は29．80／eと全体のY3に満たない状況である。
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表1講師の派遣依頼や研修会の開催要望の有無
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　　　　　　　歯1講師の派遣依頼や研修会の開催要望状況
ユはこれをグラフにしたものである。
この理由としては陸協が選手を強花する機関であるとのイメv－一一ジが底流にあ
；市民のための陸協としての存在が認識されていない，ということが考えら
る。
（2）講師の依頼数と派遣数
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　講師の依頼があったのは13都県であった。その依頼数は1回が最も多く5都
県であり，最高回数の12回は福岡であった。
　依頼回数と派遣数の関係をみると，同数が7都県，派遣数の方が多いのが5
県，派遣数の方が少ないのが1県であった。依頼回数が最も多かったのは福岡
12回で派遣講師数は30人，また依頼回数1回当りの派遣講師数が最も多かった
のは兵庫で7．7人にも至っている。これらのすぺてを平均すると1回当たり
2．3入となっている。（表2）
表2　講師の依頼回数と派遣数
1　回 2　回 3　回 4　回 5　回 12　回
東京① 新潟⑤ 青森⑥ 広島⑫ 大分③ 福岡⑳
福井① 愛媛② 福島③
長野① 兵庫⑳
静岡① ※○印中の数字は派遣講師の
告狽?ｦす
和歌山①
　以上のことから，陸協は市民の要請をほぼ満足していると考えられる。
　㈲　派遣講師の職種
　派遣された講師の職種は小・中学校および高等学校の教諭が最も多く，次い
でその他の公的機関勤務者となっている。（図2）このことから地方陸協は小・
中・高の教諭に支えられているのが解かる。大学教員の数が少ないのは絶対数
の点からやむを得ないが，高度の教育を目指すならば大学教員も現場に出て市
民のためにも貢献すぺきであろう。なお福島，新潟，福岡，大分の4県は複数
の職種から講師を派遣しており，多様化するニーズに答えている点は評価して
よいのではなかろうか。
　（4）研修会の開催要望と受講生
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　　　　　　　　　　　　　図2　派遣講師の職種
　研修会の開催の要望が寄せられたのは6都県であった。要望回数は，1回が
東京と広島，2回が新潟と愛媛，3回が青森と兵庫であり，各陸協はその全て
に答えて研修会を開催している。
　次に研修会の対象とする受講生をみると，東京は簡易マラソン時という特殊
事情のために希望者を全員受け入れているが，他の県は全てクラブの代表者を
含む数名としている。これはより高度できめ細かい指導を行うためにはやむを
得ないことであろう。したがって受講生が研修後，クラブ員に対して行う伝達
講習会が大切な課題となってくる。
　㈲　講師派遣や研修会開催の部署
　調査用紙を回収した45都道府県中，回答があったのは20都県（44．4％）であ
った。その内分けは，普及部6県，強化部5都県，普及部と強化部が5県，競
技部が1県，普及部と競技部と科学部が1県，その他が3県となっている。
　当然ながら講師派遣や研修会を開催した都県（福岡はこの頃の回答がない）
はその部署を決めているが，未開催の群馬，愛知，岡山，徳島，香川，高知，
宮崎，鹿児島の諸県も開催部署を設定しており，今後の広報活動次第では十分
に機能をはたすことになろう。
　なお他の半数以上の都府県は，陸協内の組織を明確化し，今後更に発展して
いくであろう市民スポーツに援助の手を差しのぺることが望まれる。　　　　1
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2．　陸協の広報活動について
　（1）広報活動の有無
　陸協の広報活動は陸連登録者に対するものが中心であったが，一般ランニ
ング・クラブに対してはどうであろうか。その状況を示したものが表3であ
る。
　広報活動をしているのは28都道府県（59．6％）で，活動をしていないのは16
府県（30．0％）あった。表3中○印のついている都県は一般ランニング・クラ
ブから依頼や要望があったところであるが，広報活動をしている都道県におけ
る比率は38．5％と，広報活動をしていない府県における比率（20．0％）よりも
多くなっている。したがってより充実した広報活動を行うことが，望ましい一
般ランニング・クラブの育成につながるものと考えられる。
　②　広報活動の種類
　広報活動で最も多いのは大会案内で，23都道府県（82．1％）が実施してい
る。研修会や講習会の案内を提供しているのは5都県でそのうち福島，東京，
　　　　　　　　　　　表3　陸協の広報活動の有無
北海道　（∬遜⊃ 山形　宮城　　禰誇）　　群馬?
千葉　⊂璽亟⊃ ⊂璽亘豊⊃　富山　石川　　⊂匝⊃
28都道府県 岐阜　京都 ⊂痢璽⊃　奈良　岡li」　⊂底藍⊃　LLI口
（59．6％）
徳島　（童 ⊂通亘）　長崎　熊本　（〔玉至⊃
宮崎　鹿児島 沖縄
鉦 岩手　秋田 栃木　埼玉　神奈川　山梨　⊂塵⊃’幽」、
16　県 ⊂麺D　愛知 三重　　大阪　　⊂i彊痴コ⊃　　島根
，（30．0％） 香川　高矢騨 佐賀
無　回　答 滋賀 ※⊂二）印は一般ランニング・クラブ
朱回収 ρ茨城　鳥取 から依頼や要望があった都府県を示す
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新潟，宮崎は大会案内も合わせて提供している。
　その他の広報活動として，年報，記録集計，アンケート調査報告なども提供
している県もみられる。
3．一般ランニング・クラブに対する陸協の将来における対応策について
　（1）対応方法
　対応方法において最も多かったのは「クラブの依頼があれば，できる範囲で
協力する」とした37都道府県（78．7％）であった。一また「積極的にリードし，
指導していくことが望ましい」とする回答も7県からあったが，「陸協とは無
関係に放置しておけばよい」とする回答は皆無であった。（表4）
　この集計結果からみると，放置しておくのは好ましくないとしながらも，積
極的に働きかけるのは様々な事情から無理があるとの意図が読み取れる。
　②　協力の具体的な対応方法
　78．7％の支持を得た「クラブの依頼があれば，できる範囲で協力する」の具
　　　　　　　　　　表4　将来における陸協の対応方法
北海道　岩手 宮城 秋田 li」形 福島 栃木
群馬　　東京 山梨 富山 石川 福井 長野協　力
静岡　岐阜 一こ重 、」虞，カロ?L 京都 大阪 兵庫37都道府県
（78．7％） 奈良　和歌山 島根 岡山 山口 徳島 香川
高知　　福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎
鹿児島　沖縄
リ　ー　ド 青森　　埼玉 千葉 新潟 愛知 広島 愛媛
放　　　置 な　し
無　回　答 神奈川
未　回　収 茨城　鳥取
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図3　陸協の具体的な協力方法（複数回答）
体的な方法については図3のような結果となった。
　講師の派遣が全体の38・5％を占めて最も多く，次いで情報の提供（24．3％），
研修会の開催（21．8％）の順になり，大会開催は12・8％とかなり消極的な数字
となった。
　この数値からみると，陸協としては容易に実行に移せる順番である。なかで
も大会開催は，チャンピオンシップとしての行事を数多くこなさなければなら
ないうえに，資金的な裏付けや安全管理の面からも負担が大きいために敬遠さ
れているものと思われる。
　（3）積極的なリードの具体的方法
　一般ランニング・クラブを「積極的にリードし，指導していくことが望まし
い」と回答した陸協の意見で，既出のものと重複しないものをあげると次のよ
うになる。なおこの項は次の〔4）と同様に記述式によるものである。
①　陸協内における普及部組織を明確化し，強化する。
②積極的に陸協の登録団体として加盟するように促す。
③陸連方式ではなく，気軽に参加できる大会を企画，運営する。
　（4）陸協が期待する，陸連の一般ランニング・クラブに対するサービス
　陸協が陸連に期待する事項を集約すると以下のようになる。
①　講師の派遣
　体力・技術・精神力など，いわゆる競技力の養成法（練習法）や，健康安全
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　対策，マナー等の指導
②研修会の開催
　陸連公認の指導者の養成，クラブの育成や大会の企画とその運営法の指導
③　広報活動
　テキストの発刊，雑誌などの発行による全国的な大会案内や記録および成績
　ランキングの公表
④　物質的援助
　正しく安全なコースの設定，施設の解放，記録証の発行やグレード別の認定
　証やバッヂの提供
　　　　　　　　　　　　　　IV　要　　約
1．都道府県陸上競技協会に対し，一般ランニング・クラブとの関係について
　アンケート調査した。
2．陸協に対する一般ランニング・クラブからの講師派遣の依頼や研修会開催
　の要望があったのは，29．8％と全体のY3に満たなかった。
3．市民の要望があった陸協は，ほぼ満足すべき活動を行っている。
4．　派遣講師は小・中・高校の教諭が中心となっている。
5．陸協は市民へのサービス機関の強化を急ぐ必要がある。
6．陸協の60°／・が広報活動を行っているが，その活動を行っていない陸協より
　も市民との関係は密接となっている。
7．陸協の市民に対する今後の対応策として，「放置しておいてよい」とする
　陸協はない。したがって市民の必要に応じた積極的な陸協へのに働きかけが
　望まれる。
8．　陸連は陸協との連継をもとに，講師の派遣，研修会の開催，広報活動，物
　質的援助をきめ細かく行うことが望まれている。
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V　後　　記
　本調査を実施するのに際しては，日本陸上競技連盟競技普及委員会の佐々木
秀幸氏（東洋大学），山地啓司氏（富山大学）のご指導を得ました。
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